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概　要
北極域環境の研究体制における日本の課題
　地球温暖化の影響を受け、地球の気候にとって影響の大きい北極域において海氷減少が
予測より速く進んでいる。すでに、水循環変化・雪氷融解・植生変化などが進行している。
これらの変化は地球全体の海水面上昇にも影響するため、北極域の環境変動の実態と諸現
象に関してより正確に深く理解することが必要である。特に、既存の気候モデルがこの変
化を再現できておらず、このことは、将来地球気候予測や海水面上昇予測の精度向上のた
めに、気候モデルにおける北極域の表現を改善する必要性を意味する。これらの必要性が
ありながら、北極域の環境変化に関する日本国内における研究体制の構造には過去の経緯
を引きずった問題があり、効率的に研究を進める体制が構築できていない。国際的枠組み・
組織、諸外国での研究・推進体制の現状を整理し、諸外国と比較検討を行うことにより、
日本では研究機関・研究者間のより強い連携を構築するとともに、調整・分担などの点で
研究体制の再構築が必要であり、研究基盤・組織などの見直しなども視野に入れる必要が
あることがわかってきた。
北極地域および北極観測研究を行っている関係諸国の位置
科学技術動向研究センターにて作成
　北極海、北極圏（66.5度以北）と本稿で北極域とみなした範囲（北緯45度以上）を示す。北極圏に領土があ
る「北極国」とそうでない「非北極国」に分けられる。「北極国」は、北極評議会のメンバーになっている。
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1  はじめに
科学技術動向研究
北極域環境の研究体制における
日本の課題
大畑　哲夫
客員研究官
　北極地域の最近の環境変化、特
に海氷の急激な減少は、新聞・テ
レビ等でも報道され、世界各国の
多くの国民の関心を呼んでいる。
生態系への影響 1）とともに周辺大
陸域への気候学的影響が発生して
いること、北極海航路・資源など
人間活動に大きな影響が考えられ
ること 2）などが、北極域への注目
を拡大させている。
　そもそも北極地域が、地球全体
および日本にとって、どのような
意味を持つ地域かを記述したい。
まず第一に、北極は我々の存在す
る地球の回転軸となっている地域
（極）であり、特有の放射環境そし
て電磁的環境場が存在する地域で
ある。第二に、年間の日射量が少
ない特有の放射環境のため、寒冷
な気候が存在する地域である。熱
帯が地球の熱源域になっているの
に対し、北極地域は冷源域となっ
ていて、両地域間の大気・海洋を
通じて大気および熱水輸送が行 
われる結果として、日本を含む現
在の地球気候の分布が形成されて
いる。また、海洋大循環に影響を
及ぼす北大西洋の深層水形成にも
北極域は深く関わる。このため北
極地域の在り方の変化によって、
世界全体の気候が影響を受ける。
第三に、南極地域および地球の山
岳地域とともに地球上の気候帯の
中で最も寒い地域であるため、特
有の自然環境が存在し、多くの雪
氷を維持し、寒冷環境に生息する
植物・動物とともに数は少ないが
住人もいる地域である。最近の地
球温暖化の影響を受けた植物・動
物の変化・減少とともに、グリー
ンランドなど氷河氷床が溶けるこ
とにより地球全体の海水面が上昇
する懸念があるとされている。現
在見られる北極地域の変化は、特
に上記の第二と第三に深く関係す
る点で、日本としても注目せざる
をえないのである。
　現在の北極地域の変化は、地球
温暖化がこの地域に最も顕著に影
響してしまっている結果、発生し
ていると考えられている。このよ
うな北極地域の変化は、いわゆる
「雪氷のフィードバック」を引き起
こすことにより、上記の地球の冷
源としての在り方を変化させ、北
極地域が他地域を含めた温暖化を
さらに加速させる懸念がある。
　北極地域については「北極海」の
みを考えたり「北極圏」までを対象
にする場合も多い。しかし、日本
にとっては、陸域・海域の雪氷変
動や水・エネルギー・物質循環を
通じた北極地域の気候学的影響に
着目することが最も重要であると
考えられる。したがって、本稿では、
いわゆる北方大陸地域の積雪・凍
土域や北極海を含めた北緯 45 度以
北程度の範囲を考え、この地域を
「北極域」と呼び（図表 1）、そこで
の近年の急激な変化を「北極域変
動」と呼ぶこととする。
　現在の北極域において、特に早
急に監視と解明を迫られている研
究の問題点は以下である。これら
の研究課題は、諸国の北極域研究
者による長期的計画作成である
ICARP Ⅱ計画（2006 年）でも取り
上げられている 3）。
（1）地球温暖化の影響を強く受けた
大きな北極域変動と他地域への
影響について、現象の理解が遅
れている。
①北極海の急激な変化の発生と
原因：海氷の急激な減少や海
水温の上昇 4）、海氷変化が、大
気の挙動を制約し、他の地域
の海氷変化も加速している 5）。
②北極域の気候変化：北極海の
変化と同期する形で、地球表
面の変化が大気にフィード
バックされ、水循環の変調と
それに伴う自然現象が起こっ
ている。地域によっては降水
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2   国際的な北極域研究の枠組み・組織と計画
　北極域の研究は諸外国の個別の
研究として発展してきた歴史的経
緯があるが、1980 年代以降、国際
的な枠組みが形成され、国際連携
による研究・観測が進み、それら
には日本の機関および研究者も関
係するようになった。日本の今後
の北極域研究の体制を考える上で、
国際的枠組みに関する情報は不可
欠であるので、以下にまずそれら
について説明する。
　なお、北極域研究に関する世界
の情報を探すためのポータルサイ
トとしては、北極域全般情報サイ
トである The portal to Polar Links
（http://www.polarlink.org/arctic/
arctic.php）および欧米における北極
域研究の機関・情報サイト NOAA 
Arctic Theme（http://www.arctic.
noaa.gov）がある。
　以下の多くの委員会や計画には、
日本の研究者も委員として加わり、
国内とともに国際的な研究推進に
おいても役割を担っている。
（1）　北極評議会（AC）11）
　北極評議会（AC）は、1996 年の
オタワ宣言に端を発し、北方住民
案件・北極諸国による協力・連携
および相互作用の推進方法を提供
し、特に持続的発展と北極におけ
る環境保護を目指している政府間
フォーラムである。北極海に面し
ている 8 カ国がメンバー諸国であ
る。他に永続的参加国やオブザー
バー制度があり、非北極諸国（ドイ
ツ、中国など 8 カ国。5 カ国は永続、
3 カ国は暫定）、全球および地域的
政府間組織や非政府系組織（WWF
など）から成る注）。AC の議長国は
2 年ごとに交代し、6 つの作業委員
量が急増し、凍土融解が進行
している 6）。
③生態系・沿岸地域の変化：北
極海の生物科学過程への影響
と酸性化、周辺大陸域の陸域
生態系の変化、陸域からの温
室効果気体放出・吸収の変化、
そして沿岸域の侵食などの現
象など、海洋・気候以外にも
図表 1　北極地域および北極観測研究を行っている関係諸国の位置
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　北極海、北極圏（66.5度以北）と本稿で北極域とみなした範囲（北緯45度以上）を
示す。北極圏に領土がある「北極国」とそうでない「非北極国」に分けられる。「北極国」
は、北極評議会のメンバーになっている。
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影響が表れている。
（2）将来の気候予測に活用される気
候モデルが北極域の変化を再現
できていない。
　現在までの気候モデルは、北
極域の急速な海氷減少を再現で
きていない 7）。しかし、海氷減
少により北半球への気候学的影
響が発生している 8）ことは明ら
かである。将来的にどのような
影響が発生するかを予測するた
めには、グローバルデータを用
いた統合的解析とともに、北極
域研究者と気候モデル研究者の
協力による気候モデルの改善が
必要である。
　現在の北極域変動は、船舶航行・
資源問題・領土問題などの社会的・
経済的・政治的課題にも影響を与
えている 9、10）。現在および将来の
日本の社会生活に対する影響も大
きいために社会的関心が高いこと
を考えると、日本としてもこれら
の研究を円滑に推進し、現状と将
来の変動性への理解を進展させる
必要がある。
　しかしながら、現在の日本国内
の研究体制は研究効率の点では不
十分と言わざるをえない。次項以
降では、日本と諸外国の北極研究
体制の現状を明らかにし、日本に
おける研究体制の問題点と今後早
急に対応する必要のある事項に関
して指摘を行いたい。
注：日本はオブザーバー国にはなっていないが、外務省が検討しているという報道もある（読売新聞、2008）。
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3  諸外国における北極域研究体制
　国内の状況をより鮮明にするた
めに、まずは北極域観測に関わっ
ている諸外国の状況を俯瞰する。
ここでは、諸外国を北極海に面し
た領土を持っている「北極国」（米
国・カナダ・ノルウェー）と、そう
でない「非北極国」（ドイツ・フラ
ンス・中国・韓国）に分類する。「北
極国」は前章で紹介した AC 加盟国
に対応している。「非北極国」には、
AC のオブザーバーになっている
国となっていない国がある。図表
2 には各国の体制の概略をまとめ
て示した。なお、上記の国々のほ
かに北極域の研究を行っている
国々としてはフィンランド・アイ
スランド・スウェーデンなどがあ
るが、情報公開が不十分であるの
会がある。北極変動研究に関して
北極監視・評価計画（AMAP）を持
ち、2004 年に北極気候影響評価
（ACIA）1）という作業を（2）の IASC
と共同で実施し 12）、当時の北極に
関する現況をまとめ、科学的にも
社会的にも影響力を発揮した。現
在では SWIPA という雪氷変動評
価のプロジェクトを行っている。 
（2）　国際北極科学委員会（IASC）13）
　国際北極科学委員会（IASC）は
1990 年に設立され、現在は加盟国
18 カ国であり、日本も加盟してい
る。事務局はスウェーデンのストッ
クホルムにある。IASC は科学優
先テーマを提示し、作業委員会活
動 を 行 っ て い る。IASC は（3）の
ICSU の国際連携機関でもあり、（1）
の AC のオブザーバーでもある。
計画・勧告された国際的プログラ
ムは、北極域・全球科学で高い優
先度を持っている。2009 年から組
織変更を行い、より一層強力な研
究推進体制を確保し、南極研究科
学委員会（SCAR）とともに極域研
究に関する両輪を担っている。
（3）　国際科学会議（ICSU）
　国際科学会議（ICSU）は、国際的
な学術連合であり、その中に地球
科学に関する国際測地地球物理連
合（IUGG）を含有している。IUGG
内の各分野において北極域の科学
的課題に関する議論を行い、その
研究推進を図っている。
（4）　世界気候研究計画（WCRP）およ
び国際地圏生物圏計画（IGBP）
　世界気候研究計画（WCRP）とは、
地球気候システムの理解と予測に
関する研究推進を目的として世界
気象機関（WMO）、ICSU および政
府間海洋学委員会（IOC）が形成し
ているプログラムのことである。
一方、国際地圏生物圏計画（IGBP）
とは、地球上の生物圏と地球シス
テムの理解と予測に関する研究推
進を目的とし、ICSU が形成してい
るプログラムのことである。両プ
ログラムには北極域に限定したプ
ロジェクトはないが、WCRP の気
候 と 雪 氷 圏 の 研 究 計 画（CliC）、
IGBP の国際全球大気科学の研究計
画（IGAC）、および関連する北ユー
ラ シ ア 環 境 科 学 イ ニ シ ア チ ブ
（NEESPI）など、北極域を重要部分
として含む研究計画は数多く、世
界における北極域研究推進の一端
を担っている。
（5）　海洋に関する各種国際委員
会・プログラム
　特に海洋に関して、以下の各国
連携の国際委員会・共同プログラ
ムが存在する。
・ 国 際 北 極 ブ イ プ ロ グ ラ ム
（IABP）
・北極海洋科学委員会（AOSB）
・持続的北極観測ネットワーク
（SAON）
・太平洋北極グループ（PAG）
　このうち、SAON は 2006 年の
AC の決議に基づき開始されたも
のであり、今後の北極変動監視に
とって特に重要な事業と言える。
（6）　北極研究計画に関する国際
会議（ICARP）
　北極研究計画に関する国際会議
（ICARP）は、（2）の IASC など北極
域研究の関係諸機関が関わる研究
計画作成の作業を行っている。
ICARP の目的は北極研究計画を準
備し、この先 10 ～ 15 年の国際協
力の方向付けをすることである。
2006 年に ICARP Ⅱ計画が作成さ
れ、これは現在の北極域研究の一
つのガイドラインになっている。
この作業の総括として提示された
「Grand Challenge」の5課題のうち、
3 課題は本稿第 1 章で述べた 3 つ
の課題に相当するが、残りの 2 課
題は人間活動に関する課題である。
（7）　国際極年（IPY）14）
　2007 年 3 月から 2009 年 3 月ま
でが第 4 回目の国際極年（IPY）と
して位置づけられたが、1 年延長
され、2010 年 3 月までとなった。
各国では北極域・南極域に関する
強化研究を行う計画が立てられ、
日本からも多くの研究者が参加し
ている。現在、諸外国においては、
IPY Legacy という形で IPY 以降
の極域研究の体制構築にも努力が
注 が れ て い る。 上 記 SAON は、
IPY Legacy の一環として形成され
た計画である。WMO 第 7 回総会
で提案された世界雪氷監視（GCW）
なども、IPY Legacy の一環であ
り、今後の北極研究にとっては重
要な部分を占める可能性がある。
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で、ここでは省略した。
3─1
北極国の北極域研究体制
（1）　米国
　米国の北極域研究は多様な体制
をとっており、以下が主要な組織・
機関・プロジェクトである。
　（a）米国北極研究委員会（USA 
RC）15）：1984 年に設置された政府
機関の一部であり、北極に関係し
た自然科学から人間活動科学まで
含め国家政策、優先度、目標を設
定し、北極研究を推進するととも
に大統領・国会に政策勧告を行う
委員会。米国科学財団（NSF）と協
力し、研究を実施する。委員は、
学術・研究機関、関連産業界、米
国北極少数民族および NSF 委員長
で構成されている。
　（b）米国北極研究コンソーシアム
（ARCUS）16）：1988 年にアラスカ・
フェアバンクスに設立された、北
極研究に関わる教育・科学機関に
よる非営利メンバーコンソーシア
ム。ARCUS は、重要な北極域研
究に関する議論を促進し、北極域
科学に関する優先度に関するレ
ポートを北極域の研究コミュニ
ティーに提供するのが主要な目的
である。ARCUS は、連邦政府・
民間組織を問わず、メンバー会費・
契約・無償資金提供により維持さ
れている。現在、50 程度の組織が
メンバーとなっている。
　（c）諸行政機関：国立海洋大気庁
（NOAA）および米国国立航空宇宙
局（NASA）は北極研究に積極的であ
り、北極海周辺陸域のモニタリング
観測点（CMDL）を整備している。特
に NASA は衛星観測に関連した研
究に多額の資金を提供している。
図表 2　各国の北極域研究に関する体制の一覧
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　（d）大学などの研究：国際北極圏
研究センター（IARC）がアラスカ
大学にあり、米国の北極研究の代
表的機関と言える。1998 年に設立
され、NSF と NOAA のほか、日
本の（独）海洋研究開発機構（JAMS 
TEC）、（独）宇宙航空研究開発機構
（JAXA）からも資金提供をしてい
る。研究目標として「北極気候変化
予測の精度を上げる」ことを掲げて
いる。そのほか、アラスカ大学・
ワシントン大学・コロラド大学な
ど様々な大学も北極関係の研究を
行っており、研究者層が厚い。コ
ロラド大学には国立雪氷データセ
ンター（NSIDC）があり、NOAA
と併せて北極海変動に関する有用
情報を提供している。また、沿岸
警備隊には PolarStar などを含む 4
隻の砕氷船がある。
　（e）北極環境変動研究（SEARC 
H）17）：米国の科学者が諸政府機関
の協力を得て、現在北極で見られ
ている各種変化・北極域変動に関
して、2001 年にまとめられた研究
指針（サイエンスプラン）であり、
米国における北極科学研究の方向
を示唆している。現在、SEARCH
活動として、70 を超えるプロジェ
クトが各省庁から研究資金を受け
ている。
（2）　カナダ
　政府内に 1991 年に設立されたカ
ナ ダ 極 地 委 員 会（Canadian Polar 
Commission）があり、極地研究に
関する牽引機関である。極域の知
見に関する調査・推進・普及に対
して責任を持ち、社会への働きか
けとともに、政府に対して極域科
学政策の提案を行うための会議開
催・出版などを行っている。また、
カ ナ ダ 極 地 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク
（CPIN）という、情報提供の機能も
持つ。
　カナダは北極国の一国であるた
め、諸省庁が北極域の研究に熱心
に資金を提供している。2003 年か
らは、北極の変動に関係し、産業省・
漁業海洋省が共同で北極研究に大
きな投資を行い、この費用はカナ
ダ沿岸警備隊の砕氷船の改修など
に充てられた。沿岸警備隊にはロー
リエ号など砕氷船があり、北極海
観測などに使われている。各大学
等でも各種の研究・観測が行われ
ているが、それらの詳細に関して
は情報公開が進んでいない。
（3）　ロシア
　ロシアは北極海に対して最も長
い海岸線を持ち、この点で最たる
北極国であると言える。北極域の
研究には、米国やカナダと同様に
多くの省庁や科学的研究機関が関
わっている。特に北極海および南
極に特化した研究機関としては、
気 象 水 文 局 北 極 南 極 研 究 所
（AARI）があり、観測点の維持活
動を行っている。また、地理学研
究所をはじめ、ロシア科学アカデ
ミーの諸研究所も研究活動を行っ
ている。北極域研究に関する政府
委員会および研究戦略としては、
IPY に関係した委員会に研究実施
計画があり 18）、また、科学アカデ
ミーの中にも北極・南極に関係し
た評議会があると言われている。
（4）　ノルウェー
　ノルウェー環境省の中核機関と
して、1979 年以来、ノルウェー極
地研究所（NPI）19）があり、110 名の
人員から成っている。極地域の研
究・環境監視と地図作成が重点事
業項目となっており、ノルウェー
北部のトロムソに本部がある。主
要な研究内容は、地球気候・汚染
物質の長距離輸送と環境への影響・
生物多様性と地形図作成などであ
る。スバールバルに基地があり、
観測船 Lance を運行している。
　ノルウェーは AC に深く関わっ
ており、その政策を実施している。
もともと漁業が盛んな国であり、
生物多様性や生物資源にも強い関
心がある。ノルウェー外務省から
は、研究を含む北極戦略の文書が
発行されている 20）。
3─2
非北極国の北極域研究体制
（1）　ドイツ
　ドイツには、北極・南極の両極
を研究対象とした国立の中核機関
として、アルフレッドウェーゲナー
極地研究所（AWI）があり、国内の
研究者に対し、船舶・観測所・デー
タベース他を提供している。また、
Polarstern という砕氷船を所有し、
国外にある観測所を運営している
（スバールバル諸島のニーオールス
ン、ロシアのレナデルタ）。また新
たな砕氷掘削船 Aurora Borealis の
建造も予定されている。研究課題
としては、地球気候科学・生物科
学・地学的研究が中心である。
AWI は研究成果を発表するととも
に、極地環境政策に関する助言も
行っている。
　そのほか、極地生態学研究所（IP）
という極地の生態に特化した研究
所もあり、大学でも関連研究が行
われている。ドイツには、SCAR/
IASC の合同委員会（Deutscher Lan-
desausschuss SCAR/IASC）があり、
それがドイツにおける北極研究推
進体として機能していると考えら
れる。また、極地研究学会ととも
に IPY に対応した委員会もあり、
これら 3 つの委員会が情報を一元
化し、連携している。しかし、ド
イツには統合された北極研究プロ
グラムはなく、個別の科学研究が
提案され、それぞれが資金提供を
受けて研究を実施している。
　諸外国における国際レベルと国
内レベルとの間での研究調整に関
する情報は少ないが、唯一ドイツ
に関しては、IASC/SCAR 国内委員
会が国内における研究推進の重要
な役割を担い、国際・国内の研究
調整が行われていることが分かる。
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4  日本における北極域研究体制の現状
　日本の北極域の科学的研究は、
国 際 地 球 観 測 年（IGY：1957 ～
1958 年）のあと、1959 年に中谷宇
吉郎が棚氷の T─3 氷島観測基地で
観測を開始したのが最初である。
その後、1990 年ごろまでは、一部
の研究者ないし小規模グループが
欧米諸国に協力する形で研究が行
われていた。この時期の北極域研
究の歴史の詳細に関しては、参考
文献 25）などを参照していただき
たい。以下には、日本の現状の北
極域研究体制を紹介する。
4─1
日本の研究機関
─組織とプロジェクト─
　図表 3 に、日本国内における北
（2）　フランス
　フランスでは、ポールエミール
ビクトール・フランス極地研究所
（IPEV）21）が北極・南極・南大洋を
扱う中心研究機関である。この研
究所は、9 つの省庁・機関等で構
成 さ れ る“ 極 地 推 進 グ ル ー プ ”
（GIP）という合同組織であり、大
学などの国内的な研究の設営面を
中心に中核機関の役割を果たして
いる。1992 年に設立され、2002 年
1 月から本名称になった。研究者を
含む 50 名の専任者がおり、研究観
測 船（Astrolabe, Marion Dufresne）
を有し、スバールバルに観測点 
がある。フランスは近年、北極関
連事項に熱心になってきており、
2008 年 11 月にモナコにて開催し
た閣僚級の北極国際会議の共催国
の一つである。
（3）　中国
　中国は、国家海洋局に所属する
1981 年に設立された国家北極・南
極局（CAA）22）と中国極地研究所
（PRIC）23）とを中心として、北極域
の観測と研究を行っている。CAA
は北極・南極科学プログラムの組
織化および南極観測隊に対しての
ロジスティック面のサポートを
行っている。4 つの研究部門を持
ち、北東中国に訓練基地があり、
チリ・サンチアゴにも事務所を持
つ予定である。
　一方の PRIC は、1989 年に設立さ
れ、124 名（科学者41名）の陣容であ
る。北極・南極観測隊（CHINARE）
の実施主体であり、各分野の研究の
推進とともに、砕氷船（MV Xuelong）
および南極基地の運営と、中国の
南極・北極観測隊の設営支援、国
内の各 IPY 計画への情報提供など
を行っている。北極域に関しては、
2003 年にスバールバル諸島ニー
オールスンに黄河観測所という観
測点を設立し、現在は世界の各機
関と国際協力を行っている。2008
年、砕氷船 Xuelong の北極航海に、
日本の北見工業大学の研究者が乗
船して観測を行った。中国では
PRIC を中心として北極域の研究が
行われているが、この研究所は海
洋分野の研究のみが強く、他分野
研究に関しては海洋研究所・気象
局・中国科学院大気物理研究所・
蘭州氷河凍土研究所などでも研究
が行われている。
（4）　韓国
　韓国海洋研究開発研究所（KOR 
DI）24）の下に韓国極地研究所（KOP 
RI）25）があり、この研究所を中心に
北極域研究が行われている。KOPRI
の設立が 2004 年であり、北極域の
研究の歴史は浅い。現在、観測拠
点と観測砕氷船（2010 年から運行開
始）を保有し、北極・南極研究の国
内活動を推進している。現時点で
の研究者数はここで列記した諸国
の中では最も少ないが、最近は北
極域研究に熱心になってきており、
今後の発展が期待される。
3─3
地域的な組織と計画
　北極域の研究推進を図る目的を
もつ地域的な組織も存在する。そ
の代表的な組織がアジア極地科学
フォーラム（AFoPS）である。アジ
ア諸国の協力研究活動に関する基
盤準備や、アジアの成果を国際極
域コミュニティーに紹介すること
などを通じて、アジアの国々が極
域研究に関わることを推進する機
能をもつ。メンバーは、中国・イ
ンド・韓国・マレーシア・日本の
極地関係の研究所の所長から成る。
しかし、日本や中国のように、極
地研究所が必ずしも北極域研究の
推進機関になっていない国もある。
この点については、今後、南極域
とは別の扱いがなされることを期
待したい。
　また、米国の SEARCH に対応
するものとして、EU 諸国では、
DAMOCLES という北極域の研究
計画（2005～2009 年）が立てられて
いる。この計画は IPY に対応する
もので、EU の 11 カ国・48 機関が
参加している。北極海での大気─
海氷─ 海洋相互作用の解明を研究
の主課題としている。2009 年以降
は、別の計画に移行する予定もあ
る。
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極研究に関する主要機関の主要研
究分野、研究者数、北極域におけ
る陸上観測の有無、海洋観測およ
び他観測の実施状況、共同研究を
記載した。
（1）　情報システム研究機構
国立極地研究所（NIPR）
　国立極地研究所（NIPR）は、日本
国内における北極研究の中核機関
である。1970 年代から北極域の中
空・超高層研究が開始され、1990
年代に入ってからは気候システム・
環境研究が進められた。1990 年に
NIPR 内に北極環境研究センター
（AERC）が設置されて以来、国内
における北極研究の要の役割を果
たすことになった。AERC の目的
は、北極におけるフィールド観測
を基盤に、先進的総合地球システ
ム科学の国際共同研究を推進する
ことである。1992 年に特別事業費
を取得し、ノルウェー沖のスバー
ルバルに基地を建設し、超高層・
大気・雪氷・生態の分野の研究を
促進した。当該計画による調査地
域は、スカンジナビア半島の北部、
グリーンランド、カナダ、ロシア
とアイスランドなど広範に及ぶ。
大気観測に関しては、スバールバ
ルを拠点とした航空機観測なども
実施された。国内の主要担当機関
の役割として、北極ダイレクトリー
も出版した 26）。しかしながら、後
述するように、北極域に関して、
中核機関としての強固な研究体制
は構築できていないという状況に
ある。
（2）　（独）海洋研究開発機構
　　（JAMSTEC）
　（独） 海 洋 研 究 開 発 機 構
（JAMSTEC）は、北極海における
海洋観測を米国との協力する形で
1991 年に開始した。1998 年からは
研究用に建造された観測船「みら
い」を用いた観測が開始した。その
後、国際協力によりチャーター船
を用いた観測も行い、近年の北極
海の変化を広範囲で監視し、海氷
急激変動に関する知見を取得した。
また 1997 年に開始したフロンティ
アプロジェクト（～ 2004 年）では、
シベリア地域における水循環や凍
土・積雪を含む雪氷に関する観測
研究や各種モデリングがなされた。
大気大循環モデルを用いた応用研
究や北極域での植生・物質循環研
究は現在も続けられている。2009
年からは北極域を含む北半球寒冷
圏の研究が強化されている。また
1998 年以来、アラスカ大の国際北
極圏研究センター（IARC）に対応
する委託研究による海洋研究・気
候モデル研究も行われている。
（3）　（独）宇宙航空研究開発機構
（JAXA）
　（独）宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構
（JAXA）は、北極域の環境にとっ
て重要な因子である主要な地球物
理量の変動把握とそのメカニズム
の解明、適応策への入力としての
長期の環境変動の広域分布図作成
のために衛星リモートセンシング
の研究を推進している。近年、
IPY 活動として陸域観測衛星「だい
ち（ALOS）」の 合 成 開 口 レ ー ダ
（PALSAR）を使った北極海海氷の
観測強化や、米国地球観測衛星
「Aqua」に搭載の JAXA 開発のマイ
クロ波放射計（AMSR─E）を用いた
北極海氷の監視を行い、海氷データ
の準リアルタイム伝送を開始した。
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また、1999 年に開始した IARC─
JAXA 共同研究に対応して、衛星
リモートセンシングに関する独自の
アルゴリズム研究開発およびIARC
の情報システムの構築、大学の研
究グループの協力を得て、2007 年
の海氷面積の激減を JAMSTEC と
共同で情報発信している。
（4）　（独）国立環境研究所（NIES）
　（独）国立環境研究所では、1990
年代以来、シベリアにおける炭素
循環を観測し解析を進めてきた。
初期の研究対象地域は東シベリア
が中心であったが、現在の対象は
西シベリアの泥炭地に移っており、
西シベリアで二酸化炭素タワー観
測および上空大気資料採取を行っ
ている。具体的には、二酸化炭素
の連続観測を 7 カ所で行いつつ、
シベリアの地域的フラックス評価
法をインバースモデル等から検討
する方法で、炭素の放出・吸収に
関して泥炭地の特性を調べる研究
が行われている。定期航空路を用
いた気体観測も実施し、温室効果
ガスの観測に関して有効な知見を
発表している。
（5）　大学等の研究プロジェクト
　（a）GAME ─ Siberia（1996 ～
2004年）： WCRPのアジアモンスー
ン研究計画（GAME）の一環として
1996 年に研究プロジェクトが開始
され、北海道大学・名古屋大学が
中心となり 2004 年まで続けられ
た。途中から上記の JAMSTEC と
の共同研究を開始し、当初建設さ
れた観測点の多くが、プロジェク
ト終了後は JAMSTEC に引き継が
れている。本研究プロジェクトで
は、大気・陸面過程そして水資源
への応用という視点からの研究が
行われ、主として大気・陸域系の
プロセス研究に成果を上げた。
　（b）JST/CREST 研究プログラ
ム「北方林地帯における水循環特性
と植物生態生理のパラメータ化」
（2001 ～ 2006 年）：名古屋大学を
中心とした研究グループが組織さ
れ、植生の視点から北ユーラシア・
日本における水循環過程の観測を
実施し、シベリア・カムチャッカ・
北海道・名古屋において、水循環
における植生の役割を研究した。
観測点に関しては JAMSTEC との
協力体制を敷いた。
　（c）北海道大学を中心とする研究
グループ：北海道大学と他大学の
研究者が共同研究の形で、シベリ
アの永久凍土帯の凍土と生態に関
する観測・研究を1990年に開始し、
その後も森林火災などユニークな
視点からの研究を継続している。
現在では JAXA と協力し、アラス
カにおける衛星計測関連の研究、
沿岸海洋研究、森林火災と陸面変
化などの研究を実施している。こ
の 研 究 グ ル ー プ は 1992 年 か ら
2006 年まで NIES・森林総合研究
所（FFPRI）・JAXA と連携協力し
て定期的にシンポジウムを開いて
おり、2000 年からは IARC とも協
力している。 
　（d）その他の諸大学でも気象・気
候分野や生態系研究などの研究が
行われている。また、総合地球環
境学研究所（RIHN）は、2009 年か
らシベリア地域での物質・水循環
と人間活動に関する観測研究を開
始している。
4─2
国内の横断的組織と
全体的状況
（1）　研究推進のための横断的な
委員会や組織
　（a）国立極地研究所（NIPR）には、
1990 年頃に「北極研究特別推進委
員会」という名称の委員会が設けら
れた。日本の北極域研究を推進す
ることを目指し、IASC 加盟につ
いてもこの場で検討された。前記
の NIPR 内の北極環境研究セン
ターの設立とともに、外部委員を
含む「北極圏環境研究センター運営
委員会」が設立され、センターの活
動の運営を審議する場として機能
した。しかし、これらの委員会は、
現在はどちらも存在していない。
その後の国内における北極域研究
活発化の動きが、かえって NIPR
内での北極域研究推進を弱化させ
てしまったことによると思われる。
　（b）日本学術会議の諸委員会：日
本学術会議内には北極域研究に関
連した国際計画国内対応の委員会
が複数設けられており、IASC 小
委員会（IASC に対応した国内組
織）、WCRP/CliC 小委員会、IPY
小委員会などである。これらは、
国際計画に対応する国際委員会の
活動として設置されており、それ
ぞれの国際レベルの親委員会の目
的に応じた国内活動の議論を行い、
実施を推進している。
　（c）学会内の関連組織：（社）日本
雪氷学会には極地雪氷分科会とい
う組織があり、北極および南極の
研究情報交換や研究提案などを
行っている。（社）日本気象学会内に
は、極域研究連絡会という組織が
あり、主として個別研究やプロジェ
クトの発表を行っている。
（2）　国内の研究課題数と研究者
数の規模
　以下に、日本学術会議の IASC
小委員会が実施している北極ダイ
レクトリー 25）に掲載されている
2000 年と 2005 年の日本国内の研
究課題数（カッコ内の数字）を見て
みる。
　＜ 2000 年＞：海洋学（3）、環境
科学・生態学（13）、地学（3）、水文
学（3）、雪氷学（8）、大気科学（17）、
高層大気物理学（19）
　＜ 2005 年＞：海洋学（6）、環境
科学（1）、生態学（1）、生物科学（3）、
雪氷学（4）、大気科学（3）、地学（2）、
地球化学（3）、高層大気物理学（10）、
文化人類学（1）
　これらの数字から、現在の日本
の研究課題数は 50 以上と考えられ
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る。ただし、このデータは野外科
学活動のみが対象で、モデル研究
や衛星解析などは対象でないうえ、
自主的アンケートであって客観性
に欠ける点には注意する必要があ
る。
　一方、2008 年 11 月に日本科学
未来館にておいて日本学術会議の
2 つの小委員会が中心となって「第
一回国際北極研究シンポジウム」が
開催された。このシンポジウムに
は、国内から約 130 名、海外から
約 60 名、計 190 名の参加があった。
国内で参加者数が多かった機関 
を挙げると、JAMSTEC（28 名）、
NIPR（14 名）、北海道大学（13 名）、
筑波大学（11 名）、気象研究所（8
名）、JAXA（4 名）であった。この
数字から予想すると、国内の北極
研究の積極的研究者数の規模は
150 ～ 200 名程度ではないかと思
われる。
（3）　議論の実態
　前述したように、日本では、国
立極地研究所（NIPR）の AERC が
中核機関とされてきた。しかし、
北極域に関する科学研究の課題優
先度・戦略・実施の議論は、各機関・
各プログラム・各委員会で個別に
行われているのが実態であり、こ
れらの間では、情報交換、調整・
連携、相互提言を行う機能が非常
に弱い。
　その結果と思われるが、たとえ
ば全球地球観測システム（GEOSS）
を受けた日本の「地球観測の推進戦
略」（2004 年 12 月、総合科学技術
会議）においては雪氷圏に関する脆
弱さなどの記述はあるが、北極・
南極あるいは海氷という記述は無
い。また、それに対応し予算化さ
れた「地球観測システム構築推進プ
ラン」（2005 ～ 2009 年）にも関係
した計画が無い。また、第 3 期科
学技術基本計画（2006 ～ 2010 年）
にも、北極域を含め極域研究に関
する言及が見られない。
　北極域での研究推進体制は、南
極地域とは大きく異なっている。
南極域の研究の場合、南極地域観
測推進本部のもと、NIPR が学会
等と協力して研究計画を構想し、
実施面では防衛省・気象庁等と協
力し研究を実施する形で整合的に
かつ強力に進められている。NIPR
では 5 年ごとに「南極地域観測研究
計画」を作成し、研究課題を募集し
ている。しかし、これらに相当す
る北極域での研究推進体制は構築
されていない。
4─3
日本の研究体制の弱点
　日本の場合、国際的な委員会やプ
ロジェクトに多くの日本人研究者・
機関が直接関わっているものの、各
機関が個別に国際的に関与し、研究
を進めている傾向が見られる。つま
り、国際連携は行われているが、国
内連携が弱いと言える。
　日本の北極関係経費のなかでも
IARC に対応する委託研究は特徴的
であり、文部科学省からの予算が
JAMSTEC と JAXA に配算される
形で実施されている。この委託研究
は、1997 年 3 月に締結されたコモ
ンアジェンダに基づき実施されて
いる。しかし、日本の北極域研究レ
ベルの向上という点では、このよう
な予算が十分な効果を発揮してき
たかは疑問である。北極域研究だけ
の問題ではないかもしれないが、特
に、取得されたデータの効果的な利
活用に関する方策が不十分と思わ
れる。相当の観測データ取得は行わ
れているのだが、取得データを有効
活用するための仕組み作りがまだ
遅れている。ただし、近年、NIPR
にも情報センターが設立され、徐々
には機能が向上してきている。また、
JAMSTEC は海域・陸域データの
発信に関して、JAXA は衛星デー
タに関しての努力をそれぞれ始め
ている。
5─1
研究分野と研究戦略
　「北極国」では、そこに人の生活
があり資源も直接的に関係するた
め、生物資源に関係した研究分野
および人間活動に関係した研究分
野が相対的に目立つ。「北極国」を
中心に議論が行われた ICARP Ⅱ
で提示された 5 つの研究課題は、
そのような状況を反映したものに
なっている。米国などでは全科学
分野の研究が行われているが、最
近は、北極海底のメタンハイドレー
ト開拓に代表されるようなエネル
ギー関係の研究が進んできている。
　一方、「非北極国」は、より広域
的な気候・環境変動の視点からの
研究に重点が置かれる傾向にある。
日本も、生態系・気候・温暖化な
ど広域・全球的影響に関係した研
究課題に強いと言える。また、現
場観測とともに、モデル研究やグ
ローバルデータセットの解析を通
じた研究成果が多いのも妥当な傾
向であろう。
　筆者の見る限り、国レベルの研
究戦略に関する文書が存在するの
は米国の SEARCH のみであった。
それ以外では、欧州の複数国の研
究者が特定分野に関して戦略提案
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している DAMOCLES 計画がやや
戦略的と言える。ICARP Ⅱは「北
極国」主導で作成された国際計画で
あるが、北極域研究において長期
計画を提示している点が評価でき
る。一方、日本の場合には、機関
ごとには計画や優先度を検討して
いるが、日本としての統合した北
極域研究の戦略や計画を記述した
ものが見当たらない。
5─2
研究分野と研究戦略
　「北極国」と「非北極国」において
研究体制にもかなりの違いが見ら
れる。
　「北極国」は、政府内に包括的な
委員会が設けられ、そこで方針が
検討され政府に勧告する機能があ
る場合（米国・カナダ）、現業機関
に直属する形で中核機関があり、
そこが方針を決めている場合（ロシ
ア）がある。いずれの国も、国内の
現業機関を含め、複数の省庁に属
する機関や大学が北極研究に関
わっている。
　「非北極国」の場合は、学術研究
機関が中核機関となっている場合
（ドイツ・日本）と、政府の海洋関
係部局の下に中核機関が存在して
いる場合（韓国・中国）がある。後
者は、「北極国」の体制により近い。
これらのうち、日本を除く 3 カ国
は中核機関に研究基盤が集中し、
他の研究機関や大学等が中核機関
に関わる形で、全体の研究構造が
構成されている。しかし、日本の
場合は、学術研究機関である NIPR
が中核機関であり一定の研究基盤
を整備しつつも、その集中度合い
は低く、他の複数の機関が研究基
盤や予算の点で大きな部分を占め
ているのが特徴的である。
5─3
研究基盤である観測
　北極海観測にとって、観測船の
有無は大きな影響を与える。「北極
国」は当然のこととして単数～複数
の砕氷船を保有し、観測に活用し
ている。「非北極国」でも北極観測
を実施することのできる研究用の
砕氷船を保有している国は多い（ド
イツ・フランス・中国・韓国）。し
かし、日本は南極向けの砕氷船と
しては自衛艦「しらせ」を保有する
ものの、自衛隊法の規定によって
「しらせ」では北極観測ができない。
全球海洋観測に使用される研究用
船舶「みらい」を夏から秋にかけて
の海氷の少ない一定期間利用して
いるが、当然ながら海氷域の観測
はできない。この点で、海洋観測
に関する研究基盤は他国より弱い
と言わざるをえない。歴史的経緯
があるにせよ、また国際化が進ん
で砕氷船の国際相互利用が進んで
いるとは言え、科学先進国の体制
としてこれで良いのかという疑問
が生じる。
　地上観測拠点に関して概観する
と、まず「北極国」には国内観測網
がある。また、多くの国がスバー
ルバルに観測点を持っている。ま
た、2 カ国あるいは機関間共同研
究によって、自国以外に北極域に
観測点を維持している国もあり（米
国・ドイツ・日本）、多元的な観測
が行われている。日本は、北極圏
の長期観測点としてスバールバル
（NIPR が管理）および 2 機関共同
のティクシ・ヤクーツク（JAMSTEC
が管理）があり、また他にも長期観
測を行っている観測点が数地点あ
る。スバールバル観測点は、かつ
ては特別事業費・科研費（特定研
究）が確保され、日本研究者の共同
研究の場となっていたが、最近で
はその体制は弱くなっている。日
本は「非北極国」の中では、それな
りの地上観測拠点数を維持してい
ると言えるが、連携して有効活用
する方策が必要であろう。
5─4
日本の研究体制の概要
　第 3 章の諸外国の研究体制の説
明と類似した形で、日本の北極域
の研究体制を記述すると、次のよ
うになるだろう。
　国立極地研究所（NIPR）を中核機
関として北極域研究の体制が構築
さ れ て い る が、JAMSTEC や
JAXA も一定の資金を受け、研究
基盤を維持しつつ北極域研究を実
施している。また多くの大学研究
者も関わり、研究者層の数では厚
く、研究分野も大気・海洋から雪
氷・水文・生態・気候モデル応用
と多岐にわたり、国際計画実施に
おいても一端を担っている。北極
海で利用できる砕氷船はないが、
JAMSTEC の耐氷船「みらい」は近
年の海氷減少が有利に働き、1 ～ 2
カ月間は毎年航海を行い、係留ブ
イなども配置し観測を実施してい
る。また陸域の観測拠点もスバー
ルバル（NIPR）、および 2 機関共同 
でティクシ・ヤクーツク（JAMSTEC）
などを維持している。船舶などの
研究基盤は弱いながらも、全体と
しての研究規模は「非北極国」の中
では最も大きいと考えられる。た
だ、その大きさに比して調整・連
携に関する機能や戦略的計画が欠
如している。米国の研究機関であ
る IARC に対応する委託研究を政
府が支援していることにも特徴が
ある。
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6─1
問題点の原因
　前章で、日本の研究体制の特徴
を描出したが、今後は日本全体と
して、より効率的で研究成果の上
がる形に移行させる必要がある。
筆者は日本の北極研究体制の大き
な問題点は、以下のような歴史的
経緯にあるのではないかと考える。
　当初、北極域研究の中核機関と
し て 位 置 づ け ら れ た NIPR の
AERC が、観測拠点を設定し活発
に北極研究を開始した一方で、
JAMSTEC が船舶を利用した研究
を開始し、その後、シベリアなど
の北極域研究も別途開始された。
また、NIES は温室効果気体の観測
を実施し、大学等が競争的資金で
陸域の観測研究を開始した。また
さらに、IARC 共同研究として経
費 が JAMSTEC お よ び JAXA に
配算され、JAXA がアラスカにお
ける衛星受信などを実施するよう
になった。これらの過程の中で、
残念ながら研究グループが分散し、
協力体制は弱体化し、連携が十分
なされない状況が持続した。
　米国でも多機関が北極域研究を
実施しているが、政府の委員会が
存在し、コンソーシアムが形成さ
れ、また SEARCH という研究指
針が示されることにより、組織の
分散による弱体化が回避されてい
る。それに対し日本は、研究体制
発展の過程で体制に齟齬が生じ、
全体として効率の悪い体制のまま、
現在に至っているように思われる。
過去の省庁間の調整（旧文部省と旧
科学技術庁間の調整）が十分なされ
ていなかった結果が、現在まで続
いているとも言える。具体的には
以下の（A）～（C）のような問題点
が現存しており、これらは相互に
関係している。
　（A）研究機関間の調整・連携・
分担の体制作りが不十分なため、
効率的な研究推進ができていない。
　（B）北極域研究戦略が欠如して
おり、科学技術政策の中での位置
づけも不明確。
　（C）結果として、観測船舶、陸
上観測点やデータ・アーカイブな
どの研究基盤が未整備。
6─2
近年の変化
　近年、日本でも、国内の北極域
研究を効率的に発展させるために
は、大同団結する必要があるとい
う共通認識は生まれつつある。す
でに NIPR・JAMSTEC・JAXA お
よび大学関係者には、2006 年以降
に以下のような連携の動きが見ら
れる。これらを通じて、ここ 1 ～
2 年は、北極域研究者の間に、一
定の求心力が生まれている。
　（a）（社）日本地球惑星科学連合の
大会における「北極域科学」セッ
ションの開始：2007 年 6 月の地球
惑星連合大会（幕張メッセ）から、
大気・水循環・生態の 3 分野を中
心とした「北極域科学」のセッショ
ンを開始した。毎年、おおよそ 50
～ 100 名程度の参加が見られてい
る。
　（b） 国際的な北極シンポジウ
ムの開催：前述したが、日本の研
究者主体で行われてきた北極域研
究に関する国際的シンポジウムを
一本化することにし、2008 年 11
月に日本科学未来館にておいて「第
一回国際北極研究シンポジウム（北
極の近年の急激な変化）」を開催し、
190 名（外国から 60 名程度）の参加
があった。
　（c） 共同での研究費取得：共同
で大型の科学研究費の取得を目指
し、所属が異なる 50 名程度のメン
バーによって研究費申請・取得を
する努力が始められた。
6─3
今後必要な方策
（1）　研究コミュニティーのさら
なる連携の強化体制
　上述のように研究者間での連携
は始まっているものの、これでは
十分ではなく、より強固な連携・
調整・提案母体となる社会的に認
知された組織体制が必要である。
形態としては以下のような案が考
えられる。
案1　ドイツのように国際計画対
応委員会に、その機能を持たせる。
日本の場合であれば、このような
委員会は日本学術会議の中に設け
られることになると考えられる。
案2　機関・研究者間の連携強化
のためにより強固な連携組織を設
立し、これを真の意味での中核機
関とする。必要経費は分担し、事
務局はいずれかの研究機関が引き
受ける形とする。
案3　北極域は今後、科学・外交・
運輸・資源等が密接に絡む地域に
なることが予想されるため、これ
らの統合機能を持つ組織を政府レ
ベルで新たに設置する。
　これらのいずれかによって、6─1
節の問題点の（A）および（B）は少な
くとも解消すると考えられる。筆
者は、現段階では案 2 が適当であ
ると考えている。連携を強化する
ことにより、情報交換の促進、情報・
データの共有、研究基盤の有効的
活用と整備、研究戦略の構築、北
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のままの体制では対応しきれない
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連携強化と目的指向型の研究効率
化などにおいて、科学コミュニ
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7  結　語
極関連予算の有効活用が期待でき
る。案 1 については、現在の日本
学術会議の中に十分に機能する委
員会を設けるのは難しい可能性が
ある。将来的にはコンソーシアム
的な案 3 も検討の視野に入るであ
ろう。
（2）　研究基盤の整備および研究
機関の再編
　アジアを含む諸外国の進展状況
を勘案すると、日本が長期的に検
討しなければならない事項として、
砕氷船の確保あるいは現在の砕氷
艦の所属換えによる観測手段の確
保、地上観測拠点のネットワーク・
共同利用化、そして効率的な北極
域・極域研究のための組織再編が
必要であろう。しかし、これに関
しては、北極域研究のみではなく、
より広い範囲の議論が必要になる。
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